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第 1 章 はじめに 
1.1 問題の所在 
 マネジメント・コントロール・システム（以下，MCS と略称する）は，












（Hesford et al., 2007）。これらの新たな管理会計ツールを提案する研究
も，特定のコントロール・システムに着目するという点では，コンティンジ
ェンシー理論に依拠した研究と共通している。 





























構成に与える影響を解明しようとする研究潮流がある（Gordon and Miller, 













































整合性の高い MCS の設計になると理解する方が現実的である。 
                                               
 




 前節の問題意識に基づいて，本論文では次の 3 つの研究目的を設定する。 


















うために解決すべき課題は何か？」という RQ を設定する。 











 前節で掲げた 3 つの研究目的を達成するため，本論文では，次に示す構
成で研究を行う。 
 本章に続く第 2 章では，先行研究のレビューとその批判的検討を行うこ
とによって，第 1 の研究目的および第 2 の研究目的で設定した各 RQ の解









 第 3 章および第 4 章では，本論文の最終的な研究目的の達成を図る。ま













第 2 章 先行研究のレビュー 
2.1 伝統的 MCS 概念の定着と批判 
 学術的な研究において，MCS を独立のトピックとして最初に議論したの
















われているが（例えば，近藤（ 1977, 1978），門田（ 1976a, 1976b, 
1976c），豊島（1972, 1994），横田（2008）など），本論文でも議論の出
発点としてその概要を確認する。 
 Anthony（1965）のフレームワークは，その提示にあたって 2 つの前提
が置かれている。第 1 に，公式的なシステムに着目すること。これは，非
                                               
 
5 当時の計画とコントロールに関する多種多様な議論については，Anthony















































 このようにして MCS は，その他のプロセスから独立した概念として分離
されるに至った。ここでは，その概念をさらに明確にするため，Anthony
（1965）で述べられているマネジメント・コントロールの具体的な特徴を





















































































されてしまった（Langfield-Smith, 2007）。第 2 に，組織の上位階層のみ
に着目したため，オペレーショナル・コントロール・レベルにおける多様な
コントロール実践を考慮の外に追いやってしまった（Otley, 1999）。これ
らの帰結として，第 3 に，MCS 概念は狭い範囲に限定され，その後の研究
において会計によるコントロールが伝統的 MCS 概念として定着してしまっ
た（Machin and Lowe, 1983; Otley, 1994）。第 4 に，組織を取り巻く外部
環境の影響を考慮していない（Lowe and Puxty, 1989）。 
 これらの批判が指摘したことは，たしかに Anthony（1965）のフレーム
ワークに起因する問題かもしれない。しかし，これらの批判が問題意識とな
って，さらに MCS 研究の進展を促したとも解釈できる。例えば第 1 の批判
は，戦略と MCS との適合関係（Govindarajan and Gupta, 1985; Simons, 
1987a）や創発型戦略（Mintzberg, 1978）における MCS の役割に関する
研究（Simons, 1987b, 1990, 1991, 1994, 1995）につながった。第 2 の批判
に対しては，組織のより下位の階層におけるエンパワメントに着目した研究
がある（Johnson, 1992）。第 3 の批判からは，会計に限定されない幅広い
コントロール手段を対象とする研究が展開された（Flamholtz, 1983; 




2.2 MCS 概念の拡張に関する先行研究 
 Anthony（1965）のフレームワークに対する批判を問題意識とした研究












































 このような研究成果に基づいて，MCS の領域でも戦略と MCS の関係に






































な環境下にある組織の MCS に関する生の知識（firsthand knowledge）を
求めて，Johnson & Johnson のマネジャーを対象としたフィールド・スタ
ディを実施した。その結果，組織には 2 つのタイプのコントロールが存在
することを見いだした。すなわち，「プログラムド・コントロール









これら 2 つのタイプのコントロールを使い分けていることを示した。 






















の有用性の喪失（Johnson and Kaplan, 1987）の問題があった。 
 
2.2.2 水平的拡張 




































図表 2.2 コントロール手段の選択 
  変換プロセスに関する知識 

































                                               
 
8 そのような研究の系譜については，Giglioni and Bedeian（1974）によるレビュ
ーを参照されたい。 




































（reciprocal）」という 3 つのタイプ（Thompson, 1967, pp.54-55）への適
合度によって測定し，それぞれのタイプへの適合度と，「予算（operating 
budget）」，「業績統計レポート（statistical reports）」，「標準業務手






































れがあるからである（Fisher, 1998; Chenhall, 2007）。 





2.3 近年の MCS 概念のフレームワーク 
 1980 年代までの MCS 研究は，MCS 概念の拡張を図るとともに，MCS
の構成要素が相互に関連しながらパッケージとして機能していることを明ら
かにしてきた。1990 年代に入ると，それまでの研究の系譜のなかで MCS
概念の拡張を担ってきた主要な研究者といえる R. Simons や K. A. 
Merchant が，1980 年代における彼らの研究の総括的な書籍を刊行してい
る（Simons, 1995; Merchant, 1998）。さらに近年は，MCS をパッケージ
と見なして分析する研究の関心が高まっており，例えば 2008 年には
Management Accounting Research 誌がその特集号（Volume 19, Issue 4）
を発行している。Malmi and Brown（2008）は，その特集号に収録された


































































































































2.3.3 Malmi and Brown（2008）のフレームワーク 






去約 40 年間の MCS に関する先行研究を分析し，それらを総合して MCS
の構成要素の類型化を図った。 





















ティック・コントロール（ cybernetic controls ）」，「報酬・給与
（reward and compensation）」，「管理的コントロール（administrative 

















図表 2.4 Malmi and Brown（2008）のフレームワーク 
文化によるコントロール 
クラン 価値観 シンボル 
計画 サイバネティック・コントロール 
報酬・給与 
長 期 的 
経営計画 
















ガバナンス構造 組織構造 方針・手続 

























セスを経て共有されるクラン（Ouchi, 1979）という 3 つの要素があげられ
ている。 
 
 既述したように，Malmi and Brown（2008）のフレームワークは，過去





























































 Moores and Yuen（2001）や Widener（2007）の発見事実は，MCS に関
                                               
 
9 「システム」という用語は，Grabner and Moers（2013）が言及する「システ
ム・パースペクティブ」という用語に依拠している。なお，Grabner and Moers
（2013）については，のちほどレビューする。 






















Performance = 𝛽0 + 𝛽1𝑥1 + 𝛽2𝑥2 + 𝛽3𝑥1𝑥2 + 𝛽4𝑧1𝑥1 + 𝛽5𝑧2𝑥1 + 𝛽6𝑧1𝑥2  
+𝛽7𝑧2𝑥2 + ε （2.1） 
 
 ここで，左辺の  Performance は組織業績を表している。右辺の  𝑥1，𝑥2 
は 2 種類のコントロール実践を，𝑧1，𝑧2 は 2 種類のコンテクスト要因をそ
                                               
 











れぞれ表している。そして，𝛽𝑛（𝑛 = 0, 1, ⋯ , 7）は，この（2.1）式を重回帰
分析によって推定した場合の係数を表している。 




ムの集合体が内的整合性の高い MCS となる。 
 しかし，MCS の相互依存性を考慮に入れない場合は，（2.1）式において 
















Brown, 2008; Otley, 2016）。特に，ケース・スタディによる記述と比較す
ると，サーベイ研究によるより一般性の高い知見の蓄積が進んでいない（佐
久間ほか, 2013）。 
                                               
 
12 ただし，それは理論的な意味においてであって，第 1 章でも指摘したように相互
代替的という考え方は現実の MCS にはそぐわない。 
30 
 
 Malmi and Brown（2008）は，その課題（challenges）として，「巨大
で複雑なパッケージをいかにして組織横断的に検証するのかという問題があ
る」（p.288）と指摘している。この問題について，佐久間ほか（2013）は，


















































2.5.1 MCS 概念のフレームワークに対する批判的検討 









 次に，フレームワークに含まれる構成要素に着目すると，Malmi and 
Brown（2008）は，Simons（1995）や Merchant（1998）をも含む過去約
40 年間の MCS に関する先行研究の知見を総合していることから，3 つのな
かでは最も広範な構成要素を含むフレームワークを提供しているといえる。
ただし，Malmi and Brown（2008）の分類は特定の理論に依拠しているわ






















Merchant（1998）や Malmi and Brown（2008）のフレームワークとは
MCS の分類方法が異なることに注意が必要である。というのも，Merchant










































 こうした 2 つの方向性には，「パッケージとして機能する」ことに着目
するのか（前者①の方向性），「相互に関連しながら機能する」ことに着目
するのか（後者②の方向性）という意味で，研究のパースペクティブに関す










































































































































第 3 章 研究方法 
3.1 研究方針 
 本論文では，第 1 章で 3 つの研究目的を掲げた。それらのうち，第 1 お
よび第 2 の研究目的で設定した各 RQ に対する本論文としての解は，第 2
章で述べたとおりである。 
 第 3 の研究目的，すなわち本論文の最終的な研究目的は，MCS の内的整
合性に関して，より一般性が高く，より具体的な知見の提供を試みることで
ある。しかし，この研究目的を達成するためには，第 2 章の結論として指
摘した 4 つの課題が存在する。本節では，これら 4 つの課題の対応方法を
説明した上で，本論文における具体的な研究のプロセスを提示する。 









 こうした研究を行うために対応すべき課題は，第 2 章で指摘したとおり，









分析する際に，Ramsey（1969）の Regression Equation Specification 






















                                               
 



















































































（Gordon and Narayanan, 1984; Chenhall and Morris, 1986）。 
 ここで議論した経営計画および業績評価の属性と経営環境の不確実性との



















図表 3.1 経営環境の不確実性と経営計画および業績評価の傾向 
出所：筆者作成 
高 低 経営環境の不確実性 






経 営 計 画 の 
策定プロセス 









































































 質問票は，主に各社の経営企画部門長を宛先として，2014 年 8 月 8 日に
発送した17。ただし，送付対象企業に経営企画部門が存在しない場合には，
それに準ずると想定されるセクション（社長室など）の部門長を宛先とした。
質問票の回答期限は当初 8 月 28 日としていたが，9 月 8 日に督促状を発送
し，最終回答期限を 9 月 26 日まで延長した。なお，最終回答期限より後に
返送されてきた質問票はなかった。 
 以上の要領で質問票調査を実施した結果，発送数は 1,797 社，回収数は













                                               
 
16 2014 年 3 月 31 日現在の東証一部上場企業 1,797 社を対象とした。 
17 調査に使用した質問票は付録 A を参照されたい。 
18 調査協力企業には調査結果の報告書（全設問項目の集計結果）を送付した。その




































図表 3.2 サンプルの業種内訳と非回答バイアスの検証 
業種 
回答企業 東証一部上場企業 
企業数 構成比 企業数 構成比 
水産・農林業 1 0.5% 4 0.2% 
鉱業 0 0.0% 7 0.4% 
建設業 17 8.0% 96 5.3% 
食料品 8 3.8% 71 4.0% 
繊維製品 5 2.3% 41 2.3% 
パルプ・紙 0 0.0% 11 0.6% 
化学 14 6.6% 131 7.3% 
医薬品 2 0.9% 39 2.2% 
石油・石炭製品 2 0.9% 11 0.6% 
ゴム製品 4 1.9% 11 0.6% 
ガラス・土石製品 1 0.5% 33 1.8% 
鉄鋼 7 3.3% 32 1.8% 
非鉄金属 3 1.4% 24 1.3% 
金属製品 4 1.9% 37 2.1% 
機械 23 10.8% 124 6.9% 
電気機器 18 8.5% 156 8.7% 
輸送用機器 8 3.8% 62 3.5% 
精密機器 2 0.9% 27 1.5% 
その他製品 9 4.2% 49 2.7% 
電気・ガス業 2 0.9% 17 0.9% 
陸運業 9 4.2% 38 2.1% 
海運業 1 0.5% 9 0.5% 
空運業 1 0.5% 4 0.2% 
倉庫・運輸関連業 3 1.4% 21 1.2% 
情報・通信業 16 7.5% 126 7.0% 
卸売業 14 6.6% 146 8.1% 
小売業 15 7.0% 166 9.2% 
銀行業 5 2.3% 87 4.8% 
証券、商品先物取引業 3 1.4% 22 1.2% 
保険業 1 0.5% 6 0.3% 
その他金融業 3 1.4% 22 1.2% 
不動産業 3 1.4% 45 2.5% 
サービス業 9 4.2% 122 6.8% 
合計 213 100.0% 1,797 100.0% 
適合度検定の結果はχ2=38.043, 自由度=32, p 値=0.213。 
図表 3.3 サンプルの企業規模と非回答バイアスの検証 
変数 
平均値 平均値の差の検定 
回答企業 非回答企業 t 値 p 値 
総資産（百万円） 918,373 1,216,502 -0.88 0.378 
売上高（百万円） 499,813 411,003 1.02 0.307 











ますか？」という質問に対して，5 つの選択肢から 1 つを選ぶ方式とした。
これらを梶原ほか（2011a）および福嶋ほか（2013）に準拠して，固定方式，
修正方式，ローリング方式の 3 分類に集計した20。 
















                                               
 





図表 3.4 経営計画の更新方法 
設問項目 有効回答数 構成比 
   




   
修正方式 130 63.7% 
期間は固定して内容を必要に応じてその都度修正している 62 30.4% 
期間は固定して内容を毎年修正している 38 18.6% 
期間も内容も必要に応じて修正している 30 14.7% 
   




   




 なお，これら経営計画の更新方法に関する 3 つの分類は，ダミー変数に
操作化して使用する。このようにして作成した変数は次のとおりである21。 
 
𝐹𝐼𝑋𝐷 固定方式を採用している場合は 1，それ以外の場合は 0 となるダ
ミー変数 













統計は図表 3.5 のとおりである22。 
 この因子分析の結果に基づき，各因子に 0.4 以上の因子負荷を示した設問










0.4 以上の因子負荷を示した項目が，それぞれ 2 個から 4 個，1 個から 4 個に増

































図表 3.5 経営計画の策定プロセス 
設問項目 
因子負荷 記述統計 












































-0.059 -0.057 0.760 203 4.0 1.353 
因子寄与 1.653 2.010 2.052    
累積寄与率 0.165 0.366 0.571    
クロンバックのα 0.715 0.911 0.780    
因子分析の方法は最尤法，プロマックス回転。0.4 以上の因子負荷をゴシック体で表記。ク













 この因子分析の結果に基づき，各因子に 0.4 以上の因子負荷を示した設問






















































図表 3.6 業績評価 
設問項目 
因子負荷 記述統計 
財務指標 非財務指標 n 平均値 標準偏差 
当期純利益 0.461 0.162 204 5.0 1.465 
ROA 0.820 -0.042 204 4.1 1.450 
ROE 0.908 -0.041 204 4.1 1.542 
資産回転率 0.961 -0.124 204 4.0 1.407 
EBITDA 0.788 0.030 203 3.9 1.594 
キャッシュ・フロー 0.734 0.069 204 4.4 1.481 
EVA（類似指標を含む） 0.827 -0.089 203 3.5 1.533 
製品の販売数量やサービス
の提供数量 
0.008 0.694 203 4.6 1.265 
製品の生産数量やサービス
の取扱数量 
0.029 0.694 203 4.4 1.360 
マーケット・シェア 0.177 0.483 204 4.4 1.331 
新製品や新サービスの開発 0.132 0.623 203 4.3 1.311 
顧客満足度 -0.036 0.843 204 4.6 1.262 
製品やサービスの品質 -0.208 0.842 204 4.9 1.259 
人材育成 0.140 0.637 204 4.6 1.181 
企業グループの理念やビジ
ョンの共有度 
0.089 0.702 204 4.4 1.350 
自社の財務業績には表れな
い親会社への貢献度 
-0.156 0.728 204 4.4 1.302 
自社の財務業績には表れな
い他の子会社への貢献度 
0.114 0.571 204 4.1 1.352 
環境負荷量 0.300 0.451 204 3.6 1.354 
因子寄与 4.728 5.021    
累積寄与率 0.263 0.542    
クロンバックのα 0.918 0.912    
因子分析の方法は最尤法，プロマックス回転。0.4 以上の因子負荷をゴシック体で表記。ク









 これらの設問項目について探索的因子分析を実施したところ，1 因子に 7
つの設問項目が 0.4 以上の因子負荷を示した。各設問項目の内容および因子
























図表 3.7 経営環境の不確実性 
設問項目 
因子負荷 記述統計 
経営環境の不確実性 n 平均値 標準偏差 
製品の生産技術の動向 0.744 210 4.9 1.112 
サービスの提供技術の動向 0.818 210 4.7 1.108 
競合他社の行動 0.491 213 4.6 1.146 
市場の需要動向 0.518 212 4.9 1.014 
競争市場における製品デザ
インの傾向 
0.736 208 4.4 1.153 
競争市場におけるサービス
仕様の傾向 
0.698 212 4.6 1.016 
国や地方公共団体による規
制の変化 
0.413 213 4.3 1.166 
因子寄与 2.933    
寄与率 0.419    



















計研究のみならず過去の戦略論の領域でも，ROA が MCS の成果変数とし
て重視されてきたからである（福嶋ほか, 2013）。 
 組織業績を表す変数に ROA を採用するとして，次はいつ時点の ROA を
測定するのかということが論点となる。ROA を MCS の成果変数と見なす
のであれば，MCS に関する説明変数の測定時点以後であることが望ましい。
そこで本論文では，質問票調査が終了した 2014 年 9 月以降，各企業におい
て最初に到来する決算期の連結財務諸表から ROA を算出した。具体的には，
2014 年 9 月期から 2015 年 8 月期までを同じ会計期間と見なして ROA を算
出した25。 
 ROA の分母となる総資産は，前期末と当期末の平均値を使用した。その
ため，当該決算期の 1 期前の連結財務諸表も参照している。また，ROA の
                                               
 
25 このような方法で算出した ROA を共時的（クロス・セクショナル）な変数と見
なしても同質性に問題はないのかということについては，付録 D で検証を行っ
ている。 
図表 3.8 説明変数の記述統計 
説明変数 n 平均値 標準偏差 第 1 四分位 中央値 第 3 四分位 
𝑇𝑂𝑃  203 4.709 0.977 4.25 4.75 5.25 
𝑀𝐼𝐷  203 4.175 1.351 3.00 4.00 5.00 
𝐵𝑇𝑀  203 3.996 1.081 3.50 4.25 4.50 
𝐸𝑉  204 0.480 0.070 0.46 0.50 0.51 










業種ごとに ROA の中央値を算出して各企業の ROA から差し引く処理を行
った27。 
 さらに，上述の方法で算出した ROA に加え，同様の方法で算出した直近
期を含む以降 3 期間の ROA の平均値を算出した。この ROA の 3 期平均値
は，単年度の ROA を用いた分析の頑健性を確認するために使用する。 




𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴3𝑌 直近期を含む以降 3 期間の 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 の平均値 
 







れぞれ 7 点リカートスケール（1（全く当てはまらない）－ 4（どちらとも
いえない）－ 7（非常によく当てはまる））で回答を求めた。 











𝑆𝐸𝐿𝐹 経営計画の有効性の自己評価 × 業績評価の有効性の自己評価 
 
 次章では，先ほどの 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 および 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴3𝑌 と並行して，この 𝑆𝐸𝐿𝐹 
を被説明変数とした分析も実施する。 








図表 3.9 被説明変数の記述統計 
被説明変数 n 平均値 標準偏差 第 1 四分位 中央値 第 3 四分位 
𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴  201  0.006 0.044 -0.02  0  0.02 
𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴3𝑌  205  0.007 0.040 -0.02  0  0.02 




第 4 章 仮説の検証 
4.1 分析モデル 







Performance = 𝛽0 + 𝛽1𝐹𝐼𝑋𝐷 + 𝛽2𝑅𝑂𝐿𝐷 + 𝛽3𝑇𝑂𝑃 + 𝛽4𝑀𝐼𝐷 + 𝛽5𝐵𝑇𝑀  
+𝛽6𝐸𝑉 + 𝛽7𝐹𝐼𝑋𝐷 𝐸𝑉 + 𝛽8𝑅𝑂𝐿𝐷 𝐸𝑉 + 𝛽9𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉  
+𝛽10𝑀𝐼𝐷 𝐸𝑉 + 𝛽11𝐵𝑇𝑀 𝐸𝑉 + 𝛽12𝑈𝑁𝐶 𝐹𝐼𝑋𝐷  
+𝛽13𝑈𝑁𝐶 𝑅𝑂𝐿𝐷 + 𝛽14𝑈𝑁𝐶 𝑇𝑂𝑃 + 𝛽15𝑈𝑁𝐶 𝑀𝐼𝐷  
+𝛽16𝑈𝑁𝐶 𝐵𝑇𝑀 + 𝛽17𝑈𝑁𝐶 𝐸𝑉 + 𝜀 （3.1） 
 
 ここで左辺の  Performance は組織業績を表している。この  Performance 
には，第 3 章で提示した 3 つの被説明変数を代入する。すなわち，𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 
を代入したものをモデル A，𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴3𝑌 を代入したものをモデル B，𝑆𝐸𝐿𝐹 
を代入したものをモデル C とする。 
 MCS の内的整合性に関する検証は，これら 3 つのモデルを重回帰分析に
より推定することによって行う。具体的には，仮説 1 については，経営計
画の更新方法と業績評価の交互作用項である  𝐹𝐼𝑋𝐷 𝐸𝑉，  𝑅𝑂𝐿𝐷 𝐸𝑉 の係数 
𝛽7，𝛽8 の符号に着目する。ただし，更新方法に修正方式が採用されている
場合は， 𝐹𝐼𝑋𝐷 = 0，𝑅𝑂𝐿𝐷 = 0 となるので，修正方式と業績評価の交互作用
については 𝐸𝑉 の係数 𝛽6 に着目する。また，仮説 2 については，経営計
画の策定プロセスと業績評価の交互作用項である  𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉，  𝑀𝐼𝐷 𝐸𝑉，
 𝐵𝑇𝑀 𝐸𝑉 の係数 𝛽9，𝛽10，𝛽11 の符号に着目する。 
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 仮説の検証は，原則としてモデル A の推定結果に基づいて行う。したが
って，モデル A が本論文におけるメインのモデルである。モデル B の推定
を行うのは，モデル A の推定結果の頑健性を確認することが目的である。





Ramsey and Gilbert（1972）を参考に，被説明変数の最小 2 乗推定値の 2










述したように，𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 を被説明変数としたモデル A，𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴3𝑌 を被説明




4.2.1 モデル A の推定結果 
 モデル A の推定結果は，図表 4.1 のとおりである。まず，RESET 検定の
結果は有意ではなかった。このことは，モデル A に致命的な過少定式化の

































 𝐸𝑉 の係数 𝛽6 は，有意な負の値が推定された。このことは，修正方式に
図表 4.1 モデル A（𝐏𝐞𝐫𝐟𝐨𝐫𝐦𝐚𝐧𝐜𝐞 = 𝑨𝒅𝒋𝑹𝑶𝑨）の推定結果 
係数 変数 推定値 t 値 
𝛽0  定数項 0.006  1.61 
𝛽1  𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.003 -0.45 
𝛽2  𝑅𝑂𝐿𝐷  0.004  0.42 
𝛽3  𝑇𝑂𝑃  0.001  0.34 
𝛽4  𝑀𝐼𝐷  0.000  0.09 
𝛽5  𝐵𝑇𝑀  0.001  0.24 
𝛽6  𝐸𝑉  -0.207 -3.56*** 
𝛽7  𝐹𝐼𝑋𝐷 𝐸𝑉  0.383  3.11*** 
𝛽8  𝑅𝑂𝐿𝐷 𝐸𝑉  0.464  3.10*** 
𝛽9  𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉  0.142  2.06** 
𝛽10  𝑀𝐼𝐷 𝐸𝑉  -0.005 -0.09 
𝛽11  𝐵𝑇𝑀 𝐸𝑉  0.036  0.72 
𝛽12  𝑈𝑁𝐶 𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.001 -0.11 
𝛽13  𝑈𝑁𝐶 𝑅𝑂𝐿𝐷  -0.013 -1.17 
𝛽14  𝑈𝑁𝐶 𝑇𝑂𝑃  0.005  1.02 
𝛽15  𝑈𝑁𝐶 𝑀𝐼𝐷  -0.010 -2.72*** 
𝛽16  𝑈𝑁𝐶 𝐵𝑇𝑀  0.004  0.93 
𝛽17  𝑈𝑁𝐶 𝐸𝑉  0.169  2.26** 
n 187  
最大の VIF 値 2.321  
自由度調整済み決定係数 0.163  
RESET 検定の結果は F (2, 167)=2.347, p 値=0.099。 




であることを示している。したがって，この結果は仮説 1b を支持している。 
 
ローリング方式 


















 𝑀𝐼𝐷 𝐸𝑉 の係数 𝛽10 の推定値は有意ではなかった。したがって，この結
果は仮説 2b を支持していない。 
 
分権的策定プロセス 
 𝐵𝑇𝑀 𝐸𝑉 の係数 𝛽11 の推定値は有意ではなかった。したがって，この結





4.2.2 モデル B の推定結果 
 モデル B の推定結果は，図表 4.2 のとおりである。モデル B についても，
モデル A と同様，RESET 検定の結果は有意ではなく，致命的な過少定式化



















 また，経営計画の更新方法と業績評価の交互作用を表す𝐹𝐼𝑋𝐷 𝐸𝑉 の係数 
𝛽7，𝐸𝑉 の係数 𝛽6， 𝑅𝑂𝐿𝐷 𝐸𝑉 の係数 𝛽8 は，いずれもモデル A と同じ傾向
の推定結果であった。したがって，経営計画の更新方法と業績評価の整合性
に関する先ほどのモデル A の推定結果は，頑健であることが確認された。 
 しかし，経営計画の策定プロセスと業績評価の交互作用を表す係数のうち，
                                               
 
28 モデル B はモデル A と説明変数の構成が同じだが，被説明変数のデータ欠損状
況が異なるため，VIF 値はモデル A とは一致しない。 
図表 4.2 モデル B（𝐏𝐞𝐫𝐟𝐨𝐫𝐦𝐚𝐧𝐜𝐞 = 𝑨𝒅𝒋𝑹𝑶𝑨𝟑𝒀）の推定結果 
係数 変数 推定値 t 値 
𝛽0  定数項 0.005  1.54 
𝛽1  𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.001 -0.12 
𝛽2  𝑅𝑂𝐿𝐷  0.008  0.99 
𝛽3  𝑇𝑂𝑃  0.003  0.89 
𝛽4  𝑀𝐼𝐷  -0.001 -0.21 
𝛽5  𝐵𝑇𝑀  0.001  0.30 
𝛽6  𝐸𝑉  -0.147 -2.98*** 
𝛽7  𝐹𝐼𝑋𝐷 𝐸𝑉  0.287  2.63*** 
𝛽8  𝑅𝑂𝐿𝐷 𝐸𝑉  0.327  2.44** 
𝛽9  𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉  0.110  1.82* 
𝛽10  𝑀𝐼𝐷 𝐸𝑉  0.023  0.53 
𝛽11  𝐵𝑇𝑀 𝐸𝑉  0.011  0.26 
𝛽12  𝑈𝑁𝐶 𝐹𝐼𝑋𝐷  0.000  0.01 
𝛽13  𝑈𝑁𝐶 𝑅𝑂𝐿𝐷  -0.009 -0.93 
𝛽14  𝑈𝑁𝐶 𝑇𝑂𝑃  0.004  0.90 
𝛽15  𝑈𝑁𝐶 𝑀𝐼𝐷  -0.009 -2.73*** 
𝛽16  𝑈𝑁𝐶 𝐵𝑇𝑀  0.001  0.14 
𝛽17  𝑈𝑁𝐶 𝐸𝑉  0.159  2.39** 
n 191  
最大の VIF 値 2.273  
自由度調整済み決定係数 0.161  
RESET 検定の結果は F (2, 171)=2.087, p 値=0.127。 
***，**，* は，それぞれ 1%，5%，10%の水準で有意であることを示す。 
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𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉 の係数 𝛽9 は，モデル A とモデル B ではやや異なる結果となった。
すなわち，モデル A では有意な正の値が推定されたのに対し，モデル B も
正の値が推定されたものの 5%水準では有意ではなかった。そのため，モデ
ル A における 𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉 の係数 𝛽9 が正値であるという推定結果は頑健では
ない。したがって，今回の分析では，仮説 2a が支持されたとはいえない。 
 
4.2.3 モデル C の推定結果 
 モデル C の推定結果は，図表 4.3 のとおりである。まず，RESET 検定の
結果は有意ではなかった。このことから，モデル C に致命的な過少定式化
の問題はないといえるが，その p 値は 0.065 であり，結果の解釈には注意

















                                               
 
29 モデル C も，モデル A やモデル B と説明変数の構成は同じだが，被説明変数の
データ欠損状況が異なるため，VIF 値はモデル A やモデル B とは一致しない。 
図表 4.3 モデル C（𝐏𝐞𝐫𝐟𝐨𝐫𝐦𝐚𝐧𝐜𝐞 = 𝑺𝑬𝑳𝑭）の推定結果 
係数 変数 推定値 t 値 
𝛽0  定数項 25.022 30.74*** 
𝛽1  𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.824 -0.50 
𝛽2  𝑅𝑂𝐿𝐷  0.070  0.04 
𝛽3  𝑇𝑂𝑃  2.206  2.74*** 
𝛽4  𝑀𝐼𝐷  0.514  0.85 
𝛽5  𝐵𝑇𝑀  1.132  1.59 
𝛽6  𝐸𝑉  -4.797 -0.41 
𝛽7  𝐹𝐼𝑋𝐷 𝐸𝑉  17.484  0.68 
𝛽8  𝑅𝑂𝐿𝐷 𝐸𝑉  8.198  0.26 
𝛽9  𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉  -10.811 -0.81 
𝛽10  𝑀𝐼𝐷 𝐸𝑉  5.314  0.53 
𝛽11  𝐵𝑇𝑀 𝐸𝑉  -2.899 -0.28 
𝛽12  𝑈𝑁𝐶 𝐹𝐼𝑋𝐷  2.927  1.36 
𝛽13  𝑈𝑁𝐶 𝑅𝑂𝐿𝐷  0.961  0.42 
𝛽14  𝑈𝑁𝐶 𝑇𝑂𝑃  -1.556 -1.35 
𝛽15  𝑈𝑁𝐶 𝑀𝐼𝐷  1.107  1.40 
𝛽16  𝑈𝑁𝐶 𝐵𝑇𝑀  -1.940 -1.84* 
𝛽17  𝑈𝑁𝐶 𝐸𝑉  34.986  2.33** 
n 193  
最大の VIF 値 2.320  
自由度調整済み決定係数 0.016  
RESET 検定の結果は F (2, 173)=2.778, p 値=0.065。 
***，**，* は，それぞれ 1%，5%，10%の水準で有意であることを示す。 
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った。本節では，これらのうちモデル A およびモデル B について，交互作
用を考慮しない分析モデルとの比較を行う。 






Performance = 𝛾0 + 𝛾1𝐹𝐼𝑋𝐷 + 𝛾2𝑅𝑂𝐿𝐷 + 𝛾3𝑇𝑂𝑃 + 𝛾4𝑀𝐼𝐷 + 𝛾5𝐵𝑇𝑀 + 𝛾6𝐸𝑉  
+𝛾7𝑈𝑁𝐶 𝐹𝐼𝑋𝐷 + 𝛾8𝑈𝑁𝐶 𝑅𝑂𝐿𝐷 + 𝛾9𝑈𝑁𝐶 𝑇𝑂𝑃 + 𝛾10𝑈𝑁𝐶 𝑀𝐼𝐷  
+𝛾11𝑈𝑁𝐶 𝐵𝑇𝑀 + 𝛾12𝑈𝑁𝐶 𝐸𝑉 + 𝜀 （3.2） 
 
 この（3.2）式の Performance に 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 を代入したものをモデル A′，
同じく  𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴3𝑌 を代入したものをモデル B′とする。そして，モデル
A′およびモデル B′の推定結果は，それぞれ図表 4.4 および図表 4.5 のと
おりである。 
 既述したように，（3.2）式は（3.1）式の右辺から  𝐹𝐼𝑋𝐷 𝐸𝑉，  𝑅𝑂𝐿𝐷 𝐸𝑉，
𝑇𝑂𝑃 𝐸𝑉， 𝑀𝐼𝐷 𝐸𝑉， 𝐵𝑇𝑀 𝐸𝑉 を取り除いたモデルである。そこで，入れ子型
のモデル選択の要領でモデル A′およびモデル A に対して F 検定を実施し
たところ，F (5, 169)=3.825，p 値=0.003 という結果を得た。同様に，モデ

































図表 4.5 モデル B′（𝐏𝐞𝐫𝐟𝐨𝐫𝐦𝐚𝐧𝐜𝐞 = 𝑨𝒅𝒋𝑹𝑶𝑨𝟑𝒀）の推定結果 
係数 変数 推定値 t 値 
𝛾0  定数項 0.005  1.36 
𝛾1  𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.001 -0.09 
𝛾2  𝑅𝑂𝐿𝐷  0.008  1.03 
𝛾3  𝑇𝑂𝑃  0.004  1.12 
𝛾4  𝑀𝐼𝐷  -0.000 -0.09 
𝛾5  𝐵𝑇𝑀  0.002  0.55 
𝛾6  𝐸𝑉  -0.068 -1.72* 
𝛾7  𝑈𝑁𝐶 𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.001 -0.06 
𝛾8  𝑈𝑁𝐶 𝑅𝑂𝐿𝐷  -0.006 -0.65 
𝛾9  𝑈𝑁𝐶 𝑇𝑂𝑃  0.004  0.89 
𝛾10  𝑈𝑁𝐶 𝑀𝐼𝐷  -0.009 -2.78*** 
𝛾11  𝑈𝑁𝐶 𝐵𝑇𝑀  0.001  0.16 
𝛾12  𝑈𝑁𝐶 𝐸𝑉  0.142  2.73*** 
n 191  
最大の VIF 値 2.246  
自由度調整済み決定係数 0.117  
RESET 検定の結果は F (2, 176)=2.344, p 値=0.099。 
***，**，* は，それぞれ 1%，5%，10%の水準で有意であることを示す。 
図表 4.4 モデル A′（𝐏𝐞𝐫𝐟𝐨𝐫𝐦𝐚𝐧𝐜𝐞 = 𝑨𝒅𝒋𝑹𝑶𝑨）の推定結果 
係数 変数 推定値 t 値 
𝛾0  定数項 0.005  1.23 
𝛾1  𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.003 -0.42 
𝛾2  𝑅𝑂𝐿𝐷  0.005  0.55 
𝛾3  𝑇𝑂𝑃  0.002  0.56 
𝛾4  𝑀𝐼𝐷  0.001  0.28 
𝛾5  𝐵𝑇𝑀  0.002  0.58 
𝛾6  𝐸𝑉  -0.084 -1.78* 
𝛾7  𝑈𝑁𝐶 𝐹𝐼𝑋𝐷  -0.002 -0.24 
𝛾8  𝑈𝑁𝐶 𝑅𝑂𝐿𝐷  -0.009 -0.80 
𝛾9  𝑈𝑁𝐶 𝑇𝑂𝑃  0.006  1.09 
𝛾10  𝑈𝑁𝐶 𝑀𝐼𝐷  -0.011 -2.84*** 
𝛾11  𝑈𝑁𝐶 𝐵𝑇𝑀  0.004  0.85 
𝛾12  𝑈𝑁𝐶 𝐸𝑉  0.139  2.33** 
n 187  
最大の VIF 値 2.283  
自由度調整済み決定係数 0.095  
RESET 検定の結果は F (2, 172)=3.893, p 値=0.022。 





























































というメカニズムが，MCS の内的整合性に関する 1 つの決定要因になって
                                               
 





 客観的な組織業績（𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 および 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴3𝑌）を被説明変数としたモデ










































第 5 章 結論 
5.1 研究結果の要約 
 本論文では第 1 章で 3 つの研究目的を掲げ，それぞれの RQ を設定した。 
 第 1 の研究目的で設定した RQ は，「どのようにして MCS 研究の系譜に
コントロール・パッケージという概念が浮上してきたのか？」であった。こ






 第 2 の研究目的で設定した RQ は，「コントロール・パッケージについ
てのサーベイ研究を進展させるための課題，とりわけ MCS の内的整合性に
関して具体的な知見を提供するサーベイ研究を行うために解決すべき課題は
















































 上記のような MCS の内的整合性は，実務において認識されていない可能
性がある。 
 







 本論文の MCS 研究に対する貢献として，次の 3 点をあげることができる。 
 1 点目は，MCS に含まれる複数のシステムが相互に関連しながら機能す
るという現象について，その研究を進める上での課題を整理し，課題解決に
向けた 1 つの方策を実例によって示したことである。本論文では，Malmi 
and Brown（2008）にしたがって，研究の方向性を 2 つのアプローチに分
類した。すなわち，コンフィグレーション・アプローチおよびシステム・ア




 2 点目は，MCS 内部の適合関係が組織業績に影響していることを経験的
に検証したことである。これまで MCS の内的整合性に関する研究の必要性
を要請してきたのは，主には規範的研究や理論的研究による指摘（例えば，














ニズムは，こうした状況に 1 つの指針を提供できる可能性がある。 










































































付録 A 質問票 






・問 1 経営計画の策定状況 
・問 2 子会社の業績評価 
・問 3 親会社から子会社への権限委譲の状況 
・問 4 戦略の傾向 
・問 5 経営環境 
・問 6 経営計画および業績評価の有効性に関する自己評価 
・問 7 会社名公表の可否 
 
 これらのうち，本論文の分析で使用したのは，問 1（3）・（5），問 2
（1），問 5，問 6 である。 
 第 3 章で説明したとおり，各設問項目の作成にあたって，「問 1 経営計
画の策定状況」については梶原ほか（2011a, 2011b）および福嶋ほか
（2013），「問 2 子会社の業績評価問」については福嶋ほか（2010）を
参考にした。また，「問 5 経営環境」については Govindarajan（1984）
を参考にした。 
 なお，本論文の分析では使用しなかったが，「問 3 親会社から子会社へ
の権限委譲の状況」については Abernethy et al.（2004）および Moers













































































付録 C 調査協力企業一覧 






































































































2014 年 1 月期～2014 年 12 月期，2014 年 2 月期～2015 年 1 月期，・・・，
2014 年 12 月期～2015 年 11 月期というように，集計期間の始期（最初の
決算月）をひと月ずつずらした 12 種類のサブサンプルを抽出する。 
 次に，それぞれのサブサンプルにおいて，第 3 章で示した方法で企業ご
とに 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 を算出し，サブサンプルごとにその分散値を求める。こうし
て得た分散値を 𝑉𝐴𝑅𝑛 と表記する。なお，添え字の 𝑛 は各サブサンプルの
集計期間の始期を表している。したがって，本論文で被説明変数とした 
𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 と同様に，2014 年 9 月期から 2015 年 8 月期までの連結財務諸表
に基づいて算出した場合，その分散値は 𝑉𝐴𝑅9 と表記される。 





有意に 1 より大きければ，その結果は，本論文で被説明変数とした 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 
の同質性に疑義があることを示唆している。より具体的には，2014 年 9 月
期から 2015 年 8 月期までの連結財務諸表に基づいて算出した 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 は，
それ以外のサブサンプルに基づいて作成したものよりも同質性が低いことを
意味する32。 










 以上の手順で 𝐴𝑑𝑗𝑅𝑂𝐴 について同質性の検証を行った結果は，図表 D.1
のとおりである。この内容から，いずれの分散比についても F 検定の結果
は有意ではないことが見てとれる。したがって，2014 年 9 月期から 2015







































F 0.955 0.960 0.968 1.003 1.003 1.005 1.001 1.001 1.022 1.021 1.021 




Abernethy, M. A., J. Bouwens, and L. Van Lent. 2004. Determinants of 
control system design in divisionalized firms. The Accounting 
Review 79(3): 545-570. 
Anthony, R. N. 1965. Planning and Control Systems: A Framework for 
Analysis. Boston, MA: Division of Research, Graduate School of 
Business Administration, Harvard University. 高橋吉之助 訳. 1968.
『経営管理システムの基礎』ダイヤモンド社. 
Anthony, R. N. 1988. The Management Control Function. Boston, MA: 
Harvard Business School Press. 
Atkinson, A. A., R. S. Kaplan, E. M. Matsumura, and S. M. Young. 2012. 
Management Accounting: Information for Decision Making and 
Strategy Execution. 6th edition. Upper Saddle River, NJ: Pearson 
Prentice Hall. 
Bedford, D. S., and T. Malmi. 2015. Configurations of control: An 
exploratory analysis. Management Accounting Research 27: 2-26. 
Burns, T., and G. M. Stalker. 1961. The Management of Innovation. 
London: Tavistock Publications. 
Chenhall, R. H. 2007. Theorizing contingencies in management control 
systems research. In Handbook of Management Accounting Research 
Vol.1 (pp.163-205), edited by C. S. Chapman, A. G. Hopwood, and M. 
D. Shields. Oxford: Elsevier. 
Chenhall, R. H., and D. Morris. 1986. The impact of structure, 
environment, and interdependence on the perceived usefulness of 
management accounting systems. The Accounting Review 61(1): 16-
35. 
Conant, J. S., M. P. Mokwa, and P. R. Varadarajan. 1990. Strategic types, 
distinctive marketing competencies and organizational performance: 
94 
 
A multiple measures-based study. Strategic Management Journal 
11(5): 365-383. 
Cronbach, L. J. 1987. Statistical tests for moderator variables: Flaws in 
analyses recently proposed. Psychological Bulletin 102(3): 414-417. 
Daft, R. L., and N. B. Macintosh. 1984. The nature and use of formal 
control systems for management control and strategy 
implementation. Journal of Management 10(1): 43-66. 
Fisher, J. G. 1998. Contingency theory, management control systems and 
firm outcomes: Past results and future directions. Behavioral 
Research in Accounting 10(Supplement): 47-64. 
Flamholtz, E. G. 1983. Accounting, budgeting and control systems in 
their organizational context: Theoretical and empirical perspectives. 
Accounting, Organizations and Society 8(2-3): 153-169. 
Giglioni, G. B., and A. G. Bedeian. 1974. A conspectus of management 
control theory: 1900-1972. Academy of Management Journal 17(2): 
292-305. 
Gordon, L. A., and D. Miller. 1976. A contingency framework for the 
design of accounting information systems. Accounting, 
Organizations and Society 1(1): 59-69. 
Gordon, L. A., and V. K. Narayanan. 1984. Management accounting 
systems, perceived environmental uncertainty and organization 
structure: An empirical investigation. Accounting, Organizations 
and Society 9(1): 33–47. 
Govindarajan, V. 1984. Appropriateness of accounting data in 
performance evaluation: An empirical examination of environmental 
uncertainty as an intervening variable. Accounting, Organizations 
and Society 9(2): 125-135. 
Govindarajan, V., and A. K. Gupta. 1985. Linking control systems to 
business unit strategy: Impact on performance. Accounting, 
Organizations and Society 10(1): 51-66. 
95 
 
Grabner, I., and F. Moers. 2013. Management control as a system or a 
package? Conceptual and empirical issues. Accounting, 
Organizations and Society 38(6-7): 407-419. 
Gunny, K. A. 2010. The relation between earnings management using 
real activities manipulation and future performance: Evidence from 
meeting earnings benchmarks. Contemporary Accounting Research 
27(3): 855-888. 
Hesford, J. W., S. Lee, W. A. Van der Stede, and S. M. Young. 2007. 
Management accounting: A bibliographic study. In Handbook of 
Management Accounting Research Vol.1 (pp.3-26), edited by C. S. 
Chapman, A. G. Hopwood, and M. D. Shields. Oxford: Elsevier. 
Johnson, H. T. 1992. Relevance Regained: From Top-down Control to 
Bottom-up Empowerment. New York, NY: The Free Press. 辻厚生・
河田信 訳. 1994.『米国製造業の復活：［トップダウン・コントロール］
から［ボトムアップ・エンパワメント］へ』中央経済社. 
Johnson, H. T., and R. S. Kaplan. 1987. Relevance Lost: The Rise and 
Fall of Management Accounting. Boston, MA: Harvard Business 
School Press. 鳥居宏史 訳. 1992.『レレバンス・ロスト：管理会計の
盛衰』白桃書房. 
Kaplan, R. S., and D. P. Norton. 1996. The Balanced Scorecard: 
Translating Strategy into Action. Boston, MA: Harvard Business 
School Press. 吉川武男 訳. 1997.『バランス・スコアカード：新しい
経営指標による企業変革』生産性出版. 
Langfield-Smith, K. 2007. A review of quantitative research in 
management control systems and strategy. In Handbook of 
Management Accounting Research Vol.2 (pp.753-783), edited by C. S. 
Chapman, A. G. Hopwood, and M. D. Shields. Oxford: Elsevier. 
Lowe, T., and T. Puxty. 1989. The problems of a paradigm: A critique of 
the prevailing orthodoxy in management control. In Critical 
Perspectives in Management Control (pp.9-26), edited by W. F. Chua, 
96 
 
T. Lowe, and T. Puxty. Basingstoke: Macmillan. 
Machin, J. L. J., and T. Lowe. 1983. Introduction. In New Perspectives in 
Management Control (pp.3-21), edited by T. Lowe and J. L. J. 
Machin. London: Macmillan. 
Macintosh, N. B., and R. L. Daft. 1987. Management control systems and 
departmental interdependencies: An empirical study. Accounting, 
Organizations and Society 12(1): 49-61. 
Malmi, T., and D. A. Brown. 2005. Call for papers: Special Issue of 
Management Accounting Research, Accounting controls as a part of 
organizational control package. Management Accounting Research 
16(3): 395-396. 
Malmi, T., and D. A. Brown. 2008. Management control systems as a 
package: Opportunities, challenges and research directions. 
Management Accounting Research 19(4): 287-300. 
Merchant, K. A. 1985. Organizational controls and discretionary program 
decision making: A field study. Accounting, Organizations and 
Society 10(1): 67-85. 
Merchant, K. A. 1998. Modern Management Control Systems: Text and 
Cases. Upper Saddle River, NJ: Prentice Hall. 
Merchant, K. A., and D. Otley. 2007. A review of the literature on control 
and accountability. In Handbook of Management Accounting 
Research Vol.2 (pp.785-802), edited by C. S. Chapman, A. G. 
Hopwood, and M. D. Shields. Oxford: Elsevier. 
Miles, R. E., and C. C. Snow. 1978. Organizational Strategy, Structure, 
and Process. New York, NY: McGraw-Hill. 土屋守章・内野崇・中野工 
訳. 1983.『戦略型経営：戦略選択の実践シナリオ』ダイヤモンド社. 
Miller, D., and P. H. Friesen. 1982. Innovation in conservative and 
entrepreneurial firms: Two models of strategic momentum. Strategic 
Management Journal 3(1): 1-25. 
Mintzberg, H. 1978. Patterns in strategy formation. Management 
97 
 
Science 24(9): 934-948. 
Moers, F. 2006. Performance measure properties and delegation. The 
Accounting Review 81(4): 897-924. 
Moores, K., and S. Yuen. 2001. Management accounting systems and 
organizational configurations: A life-cycle perspective. Accounting, 
Organizations and Society 26(4-5): 351-389. 
Otley, D. 1980. The contingency theory of management accounting: 
Achievement and prognosis. Accounting, Organizations and Society 
5(4): 413-428. 
Otley, D. 1994. Management control in contemporary organizations: 
Towards a wider framework. Management Accounting Research 5(3-
4): 289-299. 
Otley, D. 1999. Performance management: A framework for management 
control systems research. Management Accounting Research 10(4): 
363-382. 
Otley, D. 2016. The contingency theory of management accounting and 
control: 1980-2014. Management Accounting Research 31: 45-62. 
Ouchi, W. G. 1979. A conceptual framework for the design of 
organizational control mechanisms. Management Science 25(9): 833-
848. 
Ramsey, J. 1969. Tests for specification errors in classical linear least-
squares regression analysis. Journal of the Royal Statistical Society 
Series B (Methodological) 31(2): 350-371. 
Ramsey, J., and B. Gilbert. 1972. A monte carlo study of some small 
sample properties of tests for specification error. Journal of the 
American Statistical Association 67(337): 180-186. 
Rowe, A. J. 1960. A research approach in management controls. In 
Management Control Systems (pp.273-299), edited by D. G. Malcolm 
and A. J. Rowe. New York, NY: John Wiley. 
Schein, E. H. 1997. Organizational Culture and Leadership. 2nd edition. 
98 
 
San Francisco, CA: Jossey-Bass. 
Simons, R. 1987a. Accounting control systems and business strategy: An 
empirical analysis. Accounting, Organizations and Society 12(4): 
357-374. 
Simons, R. 1987b. Planning, control, and uncertainty: A process view. In 
Accounting and Management: Field Study Perspectives (pp.339-362), 
edited by W. J. Burns, Jr., and R. S. Kaplan. Boston, MA: Harvard 
Business School Press. 
Simons, R. 1990. The role of management control systems in creating 
competitive advantage: New perspectives. Accounting, Organizations 
and Society 15(1-2): 127-143. 
Simons, R. 1991. Strategic orientation and top management attention to 
control systems. Strategic Management Journal 12(1): 49-62. 
Simons, R. 1994. How new top manager use control systems as levers of 
strategic renewal. Strategic Management Journal 15(3): 169-189. 
Simons, R. 1995. Levers of Control: How Managers Use Innovative 
Control Systems to Drive Strategic Renewal. Boston, MA: Harvard 
Business School Press. 中村元一・黒田哲彦・浦島史惠 訳. 1998.『ハ
ーバード流「21 世紀経営」4 つのコントロール・レバー』産能大学出
版部. 
Thompson, J. D. 1967. Organizations in Action. New York, NY: McGraw-
Hill. 高宮晋 監訳. 1987.『オーガニゼーション・イン・アクション：
管理理論の社会科学的基礎』同文舘出版. 
Tymon, W. G., Jr., D. E. Stout, and K. N. Shaw. 1998. Critical analysis 
and recommendations regarding the role of perceived environmental 
uncertainty in behavioral accounting research. Behavioral Research 
in Accounting 10: 23-46. 
Widener, S. K. 2007. An empirical analysis of the levers of control 





加護野忠男. 1993.「職能別事業部制と内部市場」国民経済雑誌 167(2): 35-
52. 
梶原武久・新井康平・福嶋誠宣・米満洋己. 2011a.「日本企業の経営計画の
実態（上）」企業会計 63(11): 1656-1663. 
梶原武久・新井康平・福嶋誠宣・米満洋己. 2011b.「日本企業の経営計画の
実態（下）」企業会計 63(12): 1838-1848. 
加登豊. 1999.『管理会計入門』日本経済新聞社. 
加登豊・大浦啓輔・新井康平. 2008.「わが国の管理会計研究論文における
サーベイ研究の特徴と諸問題」管理会計学 16(1): 3-18. 
加登豊・梶原武久. 2017.『管理会計入門（第 2 版）』日本経済新聞出版社. 
木村史彦. 2009.「業種分類の信頼性比較：日経業種分類，東証業種分類，




同志社商学 29(1): 104-134. 
近藤恭正. 1978.「マネジメント・コントロールの諸見解について」同志社
商学 30(3): 421-430. 
佐久間智広・劉美玲・三矢裕. 2013.「マネジメント・コントロール・パッ
ケージのサーベイ研究における現状と課題：Levers of Control フレー
ムワークに関する文献研究」国民経済雑誌 208(2): 67-89. 
桜井久勝. 2017.『財務諸表分析（第 7 版）』中央経済社. 
谷武幸. 2013.『エッセンシャル管理会計（第 3 版）』中央経済社. 
豊島義一. 1972.「管理会計とマネジメント・コントロール・システム：R. 
N. アンソニイのフレームワークを中心として」會計 102(6): 919-934. 
豊島義一. 1994.「計画・統制システムの発展とマネジメント・コントロー
ル機能の拡大：R. N. アンソニーのフレームワークをめぐって」同志社
商学 46(2): 196-218. 











与える影響」管理会計学 21(2): 3-21. 
松尾貴巳. 2006.「戦略志向の業績評価システムにおける非財務指標の導入
プロセスと課題：A 社のケース」国民経済雑誌 194(4): 73-89. 
門田安弘. 1976a.「多階層のコントロール・システムとしての管理会計：ア
ンソニーのフレームワークの批判的検討と新展開」大阪府立大學經濟研
究 21(1): 71-92. 
門田安弘 . 1976b.「情報システムとしての管理会計の体系（一）」會計 
109(6): 1011-1035. 
門田安弘 . 1976c.「情報システムとしての管理会計の体系（二）」會計 
110(1): 83-96. 
安酸建二・乙政佐吉・福田直樹. 2010.「非財務指標と業績管理」『管理会
計研究のフロンティア』 (pp.173-197), 加登豊・松尾貴巳・梶原武久 
編著. 中央経済社. 
横田絵理. 2008.「日本企業の組織原理とマネジメント・コントロール：ア











の MBA コースに入学したことが発端であった。この MBA コースの受験に
向けて背中を押してくださったのは，筆者が学部生時代に在籍した田村正紀
ゼミの同窓会で偶然お会いした小川進先生である。あのときの偶然の出会い
と小川先生からの激励がなければ，そもそも研究を志すことはなかったであ
ろう。 
 MBA コースに入学後，学術的な知識や経験のない筆者に，管理会計の基
礎と研究に対する心構えをご指導くださったのは，加登豊先生である。また，
MBA ゼミでのご指導のみならず，様々な研究会や勉強会にお誘いいただい
たり，自宅に招いていただいたりと，公私にわたってご薫陶を賜った。そし
て何より，MBA コース修了後も研究を続けることを勧めてくださったこと
が筆者の転機となった。博士課程後期課程に進み，学術的により高度な研究
に取り組むことを決意できたのは，加登先生の勧めがあったからである。 
 博士課程後期課程に進学後，加登先生が同志社大学に移られてから現在に
至るまで，長期にわたってご指導くださったのは，松尾貴巳先生である。松
尾先生には，遅々として研究が進まず休学と復学を繰り返す筆者を諦めるこ
となく，温かく見守っていただいた。ときには，仕事との折り合いがつかな
い筆者を見かねて，指導のために筆者の勤務先まで足を運んでいただいた。
ときには，ご自身のリサーチ・サイト訪問にお誘いいただき，同行させてい
ただいた。こうしたご厚情のおかげで，筆者は博士論文の作成に対するモテ
ィベーションを維持することができたのである。また，研究と教育に加え，
大学業務や学会活動などで多忙にされていても，常に全方面に対して真摯に
向き合われる姿は，１人の社会人として筆者のロールモデルとなっている。 
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 そして，三矢裕先生，梶原武久先生には，博士論文およびそのマイルスト
ーンである第 2 論文の副査をご担当いただき，多くの貴重なご助言を賜っ
た。また，ご自身が指導教員を務められる MBA ゼミにも幾度となく参加さ
せていただき，多くの社会人大学院生と議論する機会を頂戴した。こうした
経験を通じて，研究に関する知識を得るだけではなく，社会人としての見識
を広めることができたと考えている。 
 また，立命館大学の大浦啓輔先生，群馬大学の新井康平先生には，MBA
コース在籍当時に加登ゼミの TA をご担当いただき，多くの貴重なご助言を
賜った。その後，博士課程後期課程に進んでからも，多くの示唆をいただい
ている。思い起こせば，本論文の鍵概念となっている「コントロール・パッ
ケージ」という用語を最初に聞いたのは，大浦先生からであった。また，新
井先生からは，多くの共同研究にお誘いいただいた。こうした共同研究に参
加することがなければ，本論文の作成に必要な分析スキルを身につけること
はできなかったであろう。 
 さらに，神戸大学管理会計研究会では，神戸大学名誉教授の小林哲夫先生
をはじめ，多くの方々から示唆に富むご助言をいただいた。特に，追手門学
院大学の李建先生，近畿大学の安酸建二先生および島吉伸先生，同志社大学
の河合隆治先生，名古屋大学の坂口順也先生，帝塚山大学の松木智子先生か
らは，本論文の作成過程で有益なコメントを頂戴した。 
 ここにお名前をあげることができたのはほんの一部に過ぎず，本論文の作
成にあたっては，ほかにも多くの方々のお世話になった。末筆ながら，ここ
に記して感謝申し上げる次第である。 
 なお，松尾貴巳研究室の同窓生として，岡田将稔さん，常葉大学の佐々木
多恵先生と同時期に博士論文を執筆できたことは，何事にも代えがたい幸運
であった。博士論文の作成は孤独な作業である。しかし，神戸から離れた地
にご勤務のお二人が着実に博士論文の作成を進められる姿を見るたび，敬意
を抱くとともに孤独感は緩和され，論文の完成に向かう気力をもらった。 
 最後に，働きながら研究を行いたいというわがままに理解を示し，研究を
理由に休日も頻繁に家を不在にする筆者を許してくれた家族に深く感謝し，
本論文を捧げたい。 
